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構成

１. 2019年度の運営⽅針
・背景／各会での議論
・設置テーマについて
・各ワーキングの位置づけ
・運営組織

２. 運営⽅法

３. 参加メンバーについて
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1. ⼈⼝減少・⾼齢化の進展
2. 労働⼒不⾜、原材料・物流等各種コスト上昇
3. 社会課題への対応（⾷品ロス削減、環境負荷低減等）

4. インバウンド、外国⼈⽣活者への対応
5. グローバルジャイアント企業の成⻑とリアル⼩売への

進出
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• 製配販でまだあるムダ・ムリ・ムラの解消
• 協調領域を広げて流通⽣産性の向上
• 可視化、効率化＋⾼付加価値化
• 新しい顧客ニーズ・市場機会への対応
• 国内企業で連携してデータ利活⽤

1. 製配販の連携がますます重要
① 製配販をまたいで業務可視化、データ共有、重複業務解消
② 商品・消費・流通・物流情報のデータ連携、利活⽤の⾼度化
③ ⽣活者へのよりよい商品・購買体験・安⼼安全の提供

2. 結果、透明な商慣⾏、各層利益の最⼤化、再投資される
好循環

3. 協議会ビジョンの実現へ

１. 2019年度の運営⽅針 背景／各会での議論
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１．2019年度の運営⽅針 設置テーマについて

ロジスティクス最適化WG
製配販での情報共有を通じた課題解決に取り組む
・・・今まで以上に踏み込んだ形で協調領域を拡⼤(EX:検品レス)
・・・オリンピック・パラリンピック時の物流対応検討

多⾔語商品情報プロジェクト
拡充フェーズ（事務局は流通システム開発センター）
・・・登録企業、利⽤ユーザー、連携企業の拡充

リテールテクノロジー勉強会
電⼦タグ、電⼦レシート、コンピュータービジョン、AI等のテクノロジーを⽤い
た流通の効率化・⾼度化について、⾏政の施策・実証実験等の情報共
有。また、製配販各層のメリット／具体的なユースケースをディスカッション。
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昨年同様、以下３つのテーマを設置する

※WG等は、期中においても、ニーズに応じて臨機応変に設置を検討し、機動的に運営する



１．2019年度の運営⽅針 各ワーキングの位置づけ
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物流視点

ロジスティクス
最適化WG

テクノロジー視点

リテールテクノロジー
勉強会

⾏政施策
業界を横断したルール決め

実証実験 etc.

課題抽出・テクノロジーの検討
実証実験

製・配・販
連携協議会

視点

ポイント
具体的な現場の
課題・ニーズの抽出

実装

テクノロジーを活⽤した
効率化・付加価値化の

事例共有

多⾔語商品情報
プロジェクトWG

インバウンド・アウトバウンド
視点

商品情報登録
アプリ活⽤
普及・推進

拡充フェーズ

【運営委員会】 役員クラス

【ロジスティクス
最適化WG】
実務責任者

【総会】 経営トップ

リーダー会

【全体会合】

【全体会合】 運営委員
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【リテールテクノロジー
勉強会】

実務責任者／若⼿
【全体会合】

【多⾔語商品情報
プロジェクト】
実務責任者

【運営・普及委員会】

年4回程度開催
（FY18実績︓全体会3回、リーダー会2回）

適時開催
（FY18実績︓４回）

適時開催
（FY18実績︓2回）

1 2 3

年に1回開催
※必要に応じて追加招集

※運営委員は
全社登録必須

※各活動の参加は
任意

１．2019年度の運営⽅針 運営組織（案）
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加盟企業活動内容⼀覧

返品実態調査の報告 必須
策定された解決策の実⾏拡⼤・普及推進 必須
取組事例の共有（SCI⼤賞選考対象） 必須
運営委員会への参加 必須
ワーキンググループ等への参加 任意

※年度初めに各会議体への名簿登録票をお送りいたします。（7⽉中予定）

１．2019年度の運営⽅針 参加会員の役割
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 実施内容
 協議会の⽅針決定
 協議会と社内のハブ
 議会の決定事項をTOP層コミット、各部署への普及・徹底
 WGへの適切なメンバーアサイン

 出席者
 役員・部⾨⻑レベル

 登録必須／任意
 必須（全会員必ず登録）

 実施回数
 年に1回（状況に応じて追加招集）

※年度初めに、幹事社、委員⻑を選出
※協議会内で議論・策定した内容や経済産業省案件によりWG等を設置

２．運営⽅法 運営委員の役割

運営委員会は、実質的な議論を通じて、今後の協議会活動⽅針を
審議・⽴案する。
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 実施内容
 解決すべきテーマの議論・検討、実証実験等
 総会（年度末）に向けたアウトプットの策定
 返品削減実態調査、取組事例のフォローアップ
※参加企業数によってはリーダー会を設置
※年度初めに、各会の参加会員により座⻑を選出

 出席者
 実務責任者レベル

 登録必須／任意
 任意

 実施回数
 各活動に応じて決定

２．運営⽅法 各WGの役割

運営委員会にて設定されたテーマごとに、必要に応じて
ワーキンググループ等を設置し、議論・検討を⾏う。

※FY18実績
ロジスティクス最適化ＷＧ ５回（全体会3回・リーダー会2回）
多⾔語商品情報ＰＪ ４回（運営・普及委員会）
リテールテクノロジー研究会 ２回
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 加⼯⾷品および⽇⽤品の消費財流通における製造メーカー（製）、
中間流通・卸売業（配）、⼩売業（販）の事業社

 関係する業界団体（候補⼀覧）
【⼩売】
・新⽇本スーパーマーケット協会
・⽇本スーパーマーケット協会
・⽇本チェーンストア協会
・⽇本チェーンドラッグストア協会
・⽇本フランチャイズチェーン協会

【卸売】
・全国化粧品⽇⽤品卸連合会
・⽇本医薬品卸売業連合会 ⼤衆薬卸協議会
・⽇本加⼯⾷品卸協会
・全国菓⼦卸商業組合連合会

 事務局
流通経済研究所、流通システム開発センター、経済産業省

【製造】
・⽇本医療品⼯業会
・⽇本OTC医薬品協会
・⽇本化粧品⼯業連合会
・⽇本⽯鹸洗剤⼯業会
・⽇本家庭薬協会
・⽇本⽸詰びん詰レトルト協会
・⽇本即席⾷品⼯業協会
・全国清涼飲料⼯業会
・全⽇本菓⼦協会

３．参加メンバーについて
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参考
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協議会のビジョン

我々、消費財流通事業者は、製配販の協働により、サプライチェーン全体の無駄を
無くすとともに、新たな価値を創造する仕組みを構築することで、⾃らの競争⼒を⾼
め、豊かな国⺠⽣活に貢献する。

（１） 情報連携強化によるサプライチェーン
全体の最適化を実現する。

• 店頭の販売情報等の共有による在庫⽔準・配
送条件の最適化に取り組む。

• コスト削減による利益はそれぞれの貢献度に応じ
て公平に分配する。

• 効率的な情報連携をするための流通システムの
標準化を推進する。

（２） 透明で合理的な取引を推進する。

・ コストオンの考え⽅による機能競争を推進する。
・ リベートや⼿数料は明確化し、透明化する。

（３） 環境対応を推進する。

・ 返品による廃棄を削減する。
・ 物流最適化によりＣＯ２排出量を削減する。
・ 環境に配慮した物流資材の共通化・標準化を
推進する。

（４） 新しい消費者ニーズに応える。

・ 消費者の声を聞き、製配販連携を通じて製品・
サービスの価値を⾼めていく。

・ 消費者の安全安⼼のニーズに対応した表⽰や情
報伝達を⾏う。
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これまでの取組

トップ会合開催2010年5⽉

準備会合2010年9⽉〜

協議会正式発⾜2011年5⽉

返品削減WG、 配送最適化WG、 流通BMS導⼊推進WG

2011年度WG活動2011年7⽉〜 返品削減WG 配送最適化WG デジタル・インフラ検討WG

2012年度WG活動 返品削減WG ⽇付情報等バーコード化
WG

サプライチェーン効率化のた
めの情報連携WG

2013年度WG活動 第1WG(返品削減等) 第2WG(賞味期限年⽉表
⽰、リードタイム最適化)

第3WG(商品情報授受効
率化)

2012年11⽉〜

2013年10⽉〜

2014年度WG活動2014年9⽉〜 加⼯⾷品WG ⽇⽤品WG デジタル・インフラ検討WG

2015年度WG活動 加⼯⾷品減WG ⽇⽤品WG 商品情報多⾔語WG

2016年度WG活動

2015年9⽉〜

2016年9⽉〜 加⼯⾷品減WG ⽇⽤品WG 商品情報多⾔語FS

2017年度WG活動2017年9⽉〜 ロジスティクス最適化WG 多⾔語商品情報PJ 電⼦タグ勉強会

第
１
フ
ェ
ー
ズ

第
２
フ
ェ
ー
ズ

発
足

15社

43社

53社

【略語】
ＷＧ︓ワーキンググループ
ＦＳ︓フィジビリティスタディ
ＰＪ︓プロジェクト

 協会発⾜〜第1期の3年間は課題に対して検討・調査を実施
 第2期の3年間は実⾏、業界団体等へ広く活動の普及推進を強化。

2018年度WG活動 ロジスティクス最適化WG 多⾔語商品情報PJ リテールテクノロジー勉強会2018年9⽉〜

販＜⼩売業＞２２社
株式会社アークス
イオンリテール株式会社
株式会社イズミ
イズミヤ株式会社
株式会社イトーヨーカ堂
ウエルシア薬局株式会社
株式会社ココカラファイン
株式会社コメリ
株式会社サンドラッグ
スギホールディングス株式会社
株式会社セブン-イレブン・ジャパン
DCMホールディングス株式会社
株式会社ファミリーマート
株式会社フジ
株式会社平和堂
株式会社マツモトキヨシホールディングス
株式会社マルエツ
ミニストップ株式会社
株式会社ヤオコー
ユニー株式会社
株式会社ライフコーポレーション
株式会社ローソン

配＜卸売業＞９社
株式会社あらた
伊藤忠⾷品株式会社
株式会社⼤⽊
加藤産業株式会社
国分グループ本社株式会社
株式会社⽇本アクセス
株式会社PALTAC
三井⾷品株式会社
三菱⾷品株式会社

製＜メーカー＞２2社
アイリスオーヤマ株式会社
アサヒビール株式会社
味の素株式会社
⼤塚製薬株式会社
花王株式会社／花王グループカスタマーマーケティング株式会社
キッコーマン⾷品株式会社
キユーピー株式会社
キリンビール株式会社
コカ・コーラ カスタマーマーケティング株式会社
サントリー⾷品インターナショナル株式会社
資⽣堂ジャパン株式会社
⼤正製薬株式会社
武⽥コンシューマーヘルスケア株式会社
第⼀三共ヘルスケア株式会社
⽇清⾷品株式会社
ネスレ⽇本株式会社
ハウス⾷品株式会社
プロクター・アンド・ギャンブル･ジャパン株式会社
ユニ・チャーム株式会社
ユニリーバ・ジャパン・カスタマーマーケティング株式会社
ライオン株式会社
ロート製薬株式会社

参加企業（53社）


